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事務事業の総点検の実施結果について 
 
１ 総点検を実施した趣旨  

 ○ 一層厳しさが増す行財政状況に対応し、より質の高い行政サービスを提供するため、

「岩手県集中改革プログラム（H19～H22）」に基づく行財政改革の一環として、すべ

ての事務事業について、ゼロベースからの点検を実施しました。 

  

 ○ 点点検検ににああたたっっててはは、、予予算算事事業業かからら内内部部管管理理事事務務等等ままでで、、初初のの試試みみととししてて、、そそのの業業務務にに

係係るるココスストトにに標標準準的的なな人人件件費費をを加加ええたたトトーータタルルででののココスストトをを把把握握しし、、事事務務事事業業のの必必要要性性

をを検検討討すするるととととももにに、、ササーービビススのの質質のの維維持持・・向向上上ややココスストト削削減減等等のの観観点点かからら、、市市町町村村へへ

のの権権限限移移譲譲、、民民間間へへのの外外部部委委託託・・協協働働等等のの推推進進ななどど、、最最適適ななササーービビススのの提提供供主主体体やや提提供供

方方法法をを検検討討ししままししたた。。  

 

○○  ここのの点点検検結結果果をを踏踏ままええ、、「「いいわわてて希希望望創創造造ププラランン」」にに基基づづくく政政策策をを着着実実にに推推進進すするるたためめ、、

優優先先度度のの低低いい事事務務事事業業のの廃廃止止・・縮縮小小、、類類似似事事務務事事業業のの統統合合・・再再編編等等をを行行いい、、よよりり緊緊急急性性

やや必必要要性性のの高高いい政政策策へへのの行行財財政政資資源源のの集集中中をを進進めめままししたた。。  

    

２ 点検の結果  
(1)総括的事項 

   総事務事業数 1,72７事業(平成 19 年 6 月現計)を対象に、平成 22 年度までに取組む

改革の方向性を検討しました。 

項    目 平成 22 年度まで

の改革の方向性 

左のうち平成 20 年度

に取組予定の事業数 

平成 20 年度改革効
果見込額(百万円) 

廃止･終了の方向で検討

する事務事業数 １６8 事業 １０３事業 △3,304 

外部委託化に取り組む事

務事業数  ４１事業   ３事業  △16 

事務事業の統合や再編に

取り組む事務事業数 ２１１事業 １３９事業 △1,054 

簡素・効率化に取り組む

事務事業数 ９９９事業 １４７事業 △1,543 

その他行財政改革に取り

組む事業数 １２８事業  １２事業  △63 

合  計 1,547 事業  404 事業 △5,980 

                         注）効果額は事業費ベースであること。  
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３ 平成 20 年度当初予算における事務事業の総点検の反映状況について  

 県全体で 1,72７事務事業を対象に総点検を実施し、平成 20 年度当初予算案では、103

事業の廃止・終了、3 事業の外部委託化、139 事業の統合・再編、147 事業の簡素・効

率化、その他行財政改革に取り組む事業として１2 事業の合計 40４事業を見直しました。 

 

(1) 廃止・休止事業の主な事業例 

予算事業名 改 革 内 容 
H19.6予算における

トータルコスト(千円) 
平成 20 年度改革
効果見込額(千円) 

老 人 福 祉 活 動 推 進
費（ホームヘルパー
養成研修事業） 

事業の民間移行により事業を廃止 7,242 △7,242 

老人保健対策費（保
健事業費負担金） 

老人保健法の改正に伴い、本事業を廃止
し、健康維持・増進のための新規事業を
新設 

359,254 △359,254 

中小企業等新事業
活動支援事業費補
助等 

H20 より「いわて希望ファンド」による
助成事業により実施することとし、予算
事業を廃止 

38,000 △30,000 

生産振興総合対策
事業費 

環境保全型農業の推進について、環境と
共生する産地づくり確立事業に特化 56,062 △56,062 

特用林産振興対策
事業費等 

特用林産物の振興を目的した関連事業を
を廃止し、新規事業に集約 98,901 △98,901 

 

(2) 外部委託化に係る主な事業とその効果額  

予算事業名 改 革 内 容 
H19.6予算における

トータルコスト(千円) 
平成 20 年度改革
効果見込額(千円) 

いわて環境教育推
進事業費 

環境学習プログラム及び環境学習広報車
による環境学習実施業務を民間委託 11,941 △11,941 

計量検定費 
特定計量器の検定業務及び基準器検定業
務を民間委託（正職員△2名、臨時職員△1名） 

51,815 △3,759 

指導推進費（農業機械利
用総合対策推進費） 

農作業安全の意識啓発活動について、外
部委託 

6,349 △118 

 

(3) 統合・再編に係る主な事業とその効果額  

予算事業名 改 革 内 容 
H19.6予算における

トータルコスト(千円) 
平成 20 年度改革
効果見込額(千円)) 

社会福祉研修所運
営費 

岩手県立社会福祉研修所を廃止し、社会
福祉に関する研修体系を見直し 

57,877 △36,995 

公共職業能力開発
費 

久慈の建築科(短期)を大船渡に集約し、
また二戸の伝統工芸科を廃科 

987,007 △5,789 

地方独立行政法人岩手
県工業技術センター運
営費交付金等 

「ものづくり基盤技術集積促進事業費補
助」を統合するとともに、対象事業を効
率化 

825,558 △33,495 

食のマーケティン
グ推進事業費 

「食の新ビジネスモデル構築事業」、「い
わて食育増進事業」を統合し、販路拡大
に特化した事業に再編 

76,673 △16,605 
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(４) 簡素・効率化に係る主な事業とその効果額 

予算事業名 改 革 内 容 
H19.6 予算における

トータルコスト(千円) 
平成 20 年度改革
効果見込額(千円) 

県政広報事業 県内向け広報の企画・実施に関する業務
に関する広報誌単価の見直しや調査方法
の変更による事業効率化を実施 

144,691 △11,685 

市町村総合補助金 市町村区域内の課題解決に向けて活用で
きる補助金の事業期間を３年間から 4 年
間へ見直し 

809,280 △180,000 

国際観光推進事業 東アジアをターゲットとした外国人観光
客の誘致推進に係る事業内容の見直しに
よる縮減 

39,470 △11,883 

北東北広域観光推
進事業費 

東北観光推進機構が実施する事業との棲
み分け、一元化及び経費節減 

18,548 △3,900 

いわて純情米マー
ケティング戦略展
開事業費 

全農県本部との役割分担を見直し、販売
促進対策を縮小し、取組みの主体を県本
部に移行することにより効率化 

25,542 △4,404 

いわて農林水産ブ
ランド輸出推進事
業費 

海外におけるビジネスベースの販路拡大
の取組みについて、団体・企業等との役
割分担により効率化 

52,807 △9,948 

いわて酪農の郷総
合対策事業費 

乳用牛群検定の普及拡大等による経営改
善推進について、支援体制の再構築とシ
ステムの効率化 

46,485 △10,106 

漁船建造調整及び
登録事務費 

漁船登録・漁業許可統合管理システムの
稼動による事務の効率化 

45,864 △19,247 

美しいまちづくり
推進事業費 

委託内容の見直し、アドバイザー派遣回
数の見直し 

39,247 △8,812 

県庁舎管理費 施設・設備の修繕費等について業務内容
の見直しによる経費を節減 

354,759 △26,905 

職員研修費 研修項目の見直し、実施方法の簡素化等 101,919 △6,114 

県立学校等環境マ
ネジメントシステ
ム認証取得推進事
業 

平成 18・19 年度に認証取得した県立学
校等のノウハウを生かしながら、経費を
かけずに県立学校における地球温暖化防
止の取組みを推進 

5,569 △3,729 

学校アセスメント
推進事業 

委託による研修事業を廃止し、内部講師
等を活用 

3,540 △1,730 
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(５) その他の改革に係る主な事業とその効果額 

 予算事業名 改 革 内 容 
H19.6 予算における

トータルコスト(千円) 
平成 20 年度改革
効果見込額(千円) 

中小企業集団福祉
費 

ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ補助は、国から市町村への直接
補助に変更、業務の統合による効率的な
企業訪問を実施 

1,257 △1,257 

エコパーク平庭高
原（仮称）整備事業 

エコパーク平庭高原（仮称）整備事業の
終了に伴う事業費の減額と施設管理に指
定管理者制度を導入 

566,842 △561,242 

 

※ 事務事業評価との関連について 

平成 20 年度当初予算案の編成あたり、限られた行財政財源の効果的・効率的な活用を図るた

め、政策的経費については、総点検と連動して事務事業評価を実施。具体の評価内容は、「資料.

３事務事業評価を踏まえた反映状況」を参照願います。 

 

４ 参考資料  

 (1) 総括的事項（点検の対象事業数等） 

  項   目 点検の概要 備   考 

点検総事業数 1,72７事業 平成 19 年 6 月補正予算後 

点検対象予算事業額 約 5,255 億円  

点検対象職員数 約 5,637 人  正職員約 4,587 人及び非常勤職員・臨
時職員約 1,050 人 

点検対象トータルコスト 約 5,64２億円 トータルコストとは、予算事業及び事業執行に係る

人件費を標準的な単価で算定し加算したもの。 

   ※ 点検の対対象象部部局局はは、、知知事事部部局局（（本本庁庁、、振振興興局局及及びび出出先先機機関関））ととしし、、点点検検のの対対象象事事務務事事業業はは、、
予予算算事事業業にに加加ええ庶庶務務、、経経理理、、予予算算、、企企画画、、人人事事ななどどのの内内部部管管理理事事務務等等もも含含めめたた、、すすべべててのの事事
務務事事業業 

  ※ 公共事業については、公共事業評価等により予算への反映を行うことから対象外とした。 

(2) 点検の対象事業等における部局別内訳            （単位：百万円）  

 事 業 数 予 算 額 人 件 費 トータルコスト 

総合政策室 6６  441  944  1,385  

地域振興部 6９  7,974  2,405  10,379  

環境生活部 101  6,939  1,885  8,824  

保健福祉部 372  100,443  5,486  105,929  

商工労働観光部 251  58,715  2,487  61,201  

農林水産部 355  51,841  12,156  63,998  

県土整備部 108  81,969  6,704  88,673  

総 務 部 128  202,581  3,451  206,032  

出 納 局 4  472  267  739  

教育委員会事務局 273  14,078  2,999  17,077  

合 計 1,72７  525,453  38,784  564,237  
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(3) 各部局別 平成2２年度までの改革の取組方向等について          （単位：百万円） 

 廃止・終了 外部委託化 統合・再編 簡素・効率化 
その他の
取り組み 合 計 

平成20年度に取り組む

改革効果見込額 

総合政策室 
 13 

（ 9 ） 

  ２ 

（ ０ ） 

7 

（ 5 ） 

２６ 

（ ７ ） 

35 

（ 1 ）  

８3 

（ ２2 ） 

 

（△ 147） 

地域振興部 
10 

（ ４ ） 

４ 

（ ０ ） 

７ 

（ ２ ） 

３１ 

（ ６ ） 

３ 

（ ２ ） 

５５ 

（ １４ ） 

 

（△1,00３） 

環境生活部 
 １９ 

（ ７ ） 

  ２ 

（ １ ） 

１８ 

（ ６ ） 

５３ 

（ ２ ） 

１５ 

（ ０ ） 

１０７ 

（ １６） 

 

（△ ９１） 

保健福祉部 
３５ 

（２３ ） 

１４ 

（ ０ ） 

８７ 

（５６ ） 

２２５ 

（１０） 

１３ 

（ １ ） 

３７４ 

（ ９０） 

 

（△1,087） 

商工労働観光部 
 ２４ 

（１３ ） 

  ４ 

（ １ ） 

 ２７ 

（２１ ） 

１１９ 

（４８ ） 

 １８ 

（ １ ） 

 １９２ 

（ ８４） 

 

（△ 369） 

農林水産部 
 ２９ 

（２２ ） 

  ３ 

（ １ ） 

 １８ 

（１１ ） 

２４１ 

（４１ ） 

 １１ 

（ ３） 

３０２ 

（ ７８） 

 

（△1,644） 

県土整備部 
  ３ 

（ ０ ） 

  ４ 

（ ０ ） 

 １１ 

（ ９ ） 

 ６０ 

（ ２ ） 

  ５ 

（ ０ ） 

  ８３ 

（ １１） 

 

（△ 142） 

総 務 部 
  ７ 

（ ３ ） 

  ７ 

（ ０ ） 

  ８ 

（ ６ ） 

 ４６ 

（１７ ） 

  １９ 

（ ４ ） 

  ８７ 

（ ３０） 

 

（△ 32５） 

出 納 局 
  １ 

（ １ ） 

  ０ 

（ ０ ） 

  ０ 

（ ０ ） 

  ３ 

（ １ ） 

  ０ 

（ ０ ） 

   ４ 

（  ２） 

 

（△  27） 

教育委員会

事務局関係 

 ２７ 

（２１ ） 

  １ 

（ ０ ） 

 ２８ 

（２３ ） 

１９５ 

（１３ ） 

  ９ 

（ ０ ） 

 ２６０ 

（ ５７ ） 

 

（△1,1４5） 

合  計 
１６８ 

（１０３） 

 ４１ 

（ ３ ） 

２１１ 

（１３９） 

９９９ 

（１４７） 

１２８ 

（１２ ） 

１，５４７ 

（４０４） 

 

（△5,980） 

  注（ ）は平成 20 年度において取組む予定の事業数 

   


